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介護保険制度について 
 介護保険制度の目的は，介護保険法に次のように記されています。 

 

○介護保険法（平成九年法律第百二十三号） 

（目 的） 

第１条 この法律は，加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護

状態となり，入浴，排せつ，食事等の介護，機能訓練並びに看護及び療養上の管理

その他の医療を要する者等について，これらの者が尊厳を保持し，その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう，必要な保健医療サービス及び福

祉サービスに係る給付を行うため，国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を

設け，その行う保険給付等に関して必要な事項を定め，もって国民の保健医療の向

上及び福祉の増進を図ることを目的とする。 
「尊厳の保持」と「自立支援」が介護保険制度の理念であると言えます。 

 

 
保険給付の基本理念として，以下の事項が定められています。 

（介護保険） 

第２条 介護保険は，被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」

という。）に関し，必要な保険給付を行うものとする。 

２ 前項の保険給付は，要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われると

ともに，医療との連携に十分配慮して行われなければならない。 

３ 第１項の保険給付は，被保険者の心身の状況，その置かれている環境等に応じて，

被保険者の選択に基づき，適切な保健医療サービス及び福祉サービスが，多様な事

業者又は施設から，総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければな

らない。 

４ 第１項の保険給付の内容及び水準は，被保険者が要介護状態となった場合におい

ても，可能な限り，その居宅において，その有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるように配慮されなければならない。 

 

①要介護状態・要支援状態の軽減・悪化防止 
②医療との連携への十分な配慮 

③被保険者の選択に基づく適切なサービスの総合的・効率的な提供 

④多様な事業者・施設のよるサービス提供 

⑤居宅における自立した日常生活の重視 

 

 

（八訂 介護支援専門員基本テキスト 抜粋） 
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法令遵守について 
 介護サービス事業所等の運営に当たっては，介護保険法をはじめ，人員，設備及び

運営に関する基準条例等，関係法令を遵守しなければなりません。 

 

１ 法令の種類 

種 類 名   称 

法 律 介護保険法 （平成９年１２月 法律第１２３号） 

政 令 介護保険施行令 （平成１０年１２月 政令第４１２号） 

省 令 介護保険法施行規則 （平成１１年３月 厚生省令第３６号） 

告 示 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成１８年３月厚生労働省告示第１２６号） 

指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基

準（平成１８年３月厚生労働省告示第１２８号） 

通 知 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

の制定に伴う実施上の留意事項について 

（平成１８年３月老計発第０３３１００５号・老振発第０３３１００

５号・老老発第０３３１０１８号） 

 

２ 市の条例 

・ 小美玉市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２５年３月条例第２号） 

・ 小美玉市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準を定める条例（平成２５年３月条例第３号） 

 

３ 参考書籍 

（１）介護報酬の解釈１ 単位数表編    社会保険研究所 

（２）介護報酬の解釈２ 指定基準編    社会保険研究所 

（３）介護報酬の解釈３ ＱＡ・法令編  社会保険研究所 

 

４ 介護支援専門員の義務（介護保険法第６９条の３４） 

（１）介護支援専門員は，その担当する要介護者等の人格を尊重し，常に当該要介護

者等の立場に立って，当該要介護者等に提供される居宅サービス，地域密着型サ

ービス，施設サービス，介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービス

又は特定介護予防・日常生活支援総合事業が特定の種類又は特定の事業者若しく

は施設に不当に偏ることのないよう，公正かつ誠実にその業務を行わなくてはな

らない。 

（２）介護支援専門員は，厚生労働省令で定める基準に従って，介護支援専門員の業

務を行わなければならない。 

（３）介護支援専門員は，要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関

する専門的知識及び技術の水準を向上させ，その他その資質の向上を図るよう努

めなければならない。 
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５ サービス種別ごとの基本方針  

 （１）地域密着型通所介護 （小美玉市指定地域密着型サービスの事業の人員，設

備及び運営に関する基準を定める条例第５９条の２） 

   地域密着型通所介護の事業は，要介護状態となった場合においても，その利用

者が可能な限りその居宅において，その有する能力に応じ自立した日常生活を営

むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し，必要な日常生活上の世話

及び機能訓練を行うことにより，利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の

維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければ

ならない。 

 

 （２）認知症対応型通所介護 （同条例第６０条） 

   認知症対応型通所介護の事業は，要介護状態となった場合においても，その認

知症である利用者が可能な限りその居宅において，その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し，必要な日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより，利用者の社会的孤立感の解消及

び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図る

ものでなければならない。 

 

 （３）小規模多機能型居宅介護 （同条例第８１条） 

   小規模多機能型居宅介護の事業は，要介護者について，その居宅において，又

はサービスの拠点に通わせ，若しくは短期間宿泊させ，当該拠点において，家庭

的な環境と地域住民との交流の下で，入浴，排せつ，食事等の介護その他の日常

生活上の世話及び機能訓練を行うことにより，利用者がその有する能力に応じそ

の居宅において自立した日常生活を営むことができるようにするものでなけれ

ばならない。 

 

 （４）認知症対応型共同生活介護 （同条例第１０９条） 

   認知症対応型共同生活介護の事業は，要介護者であって認知症である者につい

て，共同生活住居において，家庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴，排せ

つ，食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより，利

用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにする

ものでなければならない。 

 

 （５）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （同条例第１５０条） 

   地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の事業を行う地域密着型介護老

人福祉施設は，地域密着型施設サービス計画に基づき，可能な限り，居宅におけ

る生活への復帰を念頭に置いて，入浴，排せつ，食事等の介護，相談及び援助，

社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話，機能訓練，健康管理及び療

養上の世話を行うことにより，入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことができるようにすることを目指すものでなければならない。 
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運営指導のポイント 
運営指導において指摘を受けることが多いポイントの内容及び注意すべき点を以

下の通りまとめました。関係法令及び条例を遵守するとともに，これらの内容を参考

に運営を行ってください。 

 

１ 各サービス共通の事項 
 

変更届出について 

○ 変更届出が必要な事項について届出を提出していない。 

⇒ 該当する項目を変更した場合には，変更後１０日以内に変更届を提出してくださ

い。 

・ 運営規程の変更 

定員，営業日，営業時間，その他文言の修正など 

・ 管理者の変更，管理者住所の変更 

・ 生活相談員，看護職員，機能訓練指導員，医師などの資格職の入退職 

・ 区画の変更（区画の変更をおこなう場合は事前相談が必要です。） 

 

勤務体制の確保等について 

〇 管理者の兼務によって，当該事業所の管理業務に支障をきたしている。 

⇒ 管理者は常勤であり，専ら当該事業所の管理業務に従事する者となります。  

ただし次の場合は，管理上支障がない範囲で兼務が認められています。 

① 当該事業所の他の職務に従事する場合 

② 同一敷地内の他の事業所，施設等の職務に従事する場合 

○ 職種を兼務する職員について，時間を明確に分けていない。 

⇒ それぞれの職種に従事した時間は区別して管理してください。 

○ 事業所と同一建物内にある他の事業所の職員を兼務する場合それぞれの勤務時

間を区別した出勤管理をしていない。 

⇒ 勤務時間を分けて管理してください。 

○ 研修を定期的に実施していない。また，実施した記録が残されていない。 

⇒ 従業者の資質向上のために，特に認知症介護に関する知識及び技術の習得を主た

る目的とする研修等の機会を計画的に確保し，研修実施記録を残してください。 

 研修の日時，内容，参加者などについて資料と合わせ保管してください。 

 特定の職員のみが研修に参加するのではなく，各職員が運営規程にある回数の実

施が出来るようにしてください。また，研修で学んだことの定着，振り返りのため，

参加者は報告書等を作成するのが望ましいです。 

 

運営規程 

〇 運営規程に規定すべき項目が不足している。 

⇒ 指定基準で，サービス種類別に運営規程に盛り込む項目が規定されていますので，

漏れのないように定めてください。 

 

内容及び手続きの同意について 

○ 契約書・重要事項説明書の日付・署名・押印等の漏れがある。 

〇 内容に変更があった場合に利用者・家族に適切な説明がおこなわれていない。 
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〇 重要事項説明書の説明，交付いずれかの手続が行われていない。 

⇒ 重要事項説明書は，利用者にとって，どのようなサービスを受けられるのか， 

サービスを受けるに当たっての留意事項は何かを知り，事業所を選択する判断材料

であることから，懇切丁寧な説明を行う必要があります。重要事項説明の不備は，

サービスに関する利用者とのトラブルや利用者の不利益となることがあるので，十

分留意してください。 

 

受給資格等の確認について 

〇 他事業所からの口頭情報ですませ，被保険者証によって確認がされていない。 

⇒ サービスの提供を求められた場合は，その者の提示する被保険者証により受給資

格等を確認してください。 

〇 更新の申請をしているか把握していない。 

⇒ 要介護認定の更新の申請は，遅くとも有効期間が終了する３０日前までに行われ

るよう，必要な援助を行ってください。 

 

サービス担当者会議について 

○ サービス担当者会議の会議録が残されていない。 

⇒ 日時，場所，参加者および内容について記録を残してください。 

 サービス担当者会議は利用者の心身の状況，置かれている環境，他の保健医療 

サービス又は福祉サービスの利用状況等を把握し，サービス提供に役立てるもので

すので意識して記録を残してください。 

〇 本人・家族等の参加なく会議が開催されていた。 

⇒ 利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共有できるよ

うにする必要があります。 

  なお，家庭内暴力等で利用者やその家族の参加が望ましくない場合には，必ずし

も参加を求めるものではないことに留意してください。 

 

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供について 

○ 居宅サービス計画と個別サービス計画に位置づけられた内容が異なっていた。 

⇒ 居宅サービス計画に沿ったサービスを提供してください。また，居宅サービス計

画に変更が必要な場合は，介護支援専門員に連絡し調整してください。 

 

サービスの提供の記録について 

○ 具体的なサービス内容及び心身の状況の記載がない。また，記録をしていない日

がある。 

⇒ 個別サービス計画に位置付けたサービスについて，その内容，利用者の状況その

他必要な事項を記録してください。 

 入浴や機能訓練の内容など，提供したサービスについて記録すると共に，その日

の利用者の様子についても記録が必要です。加算算定等の根拠になります。 

  サービスの提供に関する記録については，その完結の日から５年間保存してくだ

さい。 

 

管理者の責務について 

〇 サービス実施状況の把握や確認を行っていない。 

〇 従業者に対して運営基準遵守のために必要な指揮命令を行っていない。 
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⇒ 管理者は，従業者の管理，利用の申込に係る調整，業務の実施状況の把握その他

管理を一元的に行うとともに，従業者の運営等に関する規定を厳守させるため必要

な指揮命令を行ってください。 

 

非常災害対策について 

災害への対応においては，地域との連携が不可欠であることを踏まえ，非常災害 

対策（計画策定，関係機関との連携体制の確保，避難等訓練の実施等）が求められる

介護サービス事業者（通所系，短期入所系，特定，施設系）を対象に，小多機等の例

を参考に，訓練の実施に当たって，地域住民の参加が得られるよう連携に努めなけれ

ばなりません。 

○ 避難訓練を必要回数実施していない。 

⇒ 計画に基づき避難訓練を実施してください。 

〇 非常災害に対する具体的な計画において，含むべき項目が網羅されていない。 

⇒ 茨城県が発出する「社会福祉施設等における非常災害対策計画の策定の手引」を

参考にし，非常災害対策計画に最低限盛り込む項目とその内容については必ず網羅

してください。 

  また，立地環境に応じ，災害，風水害，地震等個別に非常災害に対する具体的計

画を立ててください。 

 

苦情処理について 

○ 苦情措置の概要について事業所に掲示されていない。 

⇒ 事業所の見やすい場所に掲示してください。 

○ 苦情の内容が記録されていない。 

⇒ 苦情を受けた際は，記録してください。また，苦情が無い場合でも，記録用紙の

整備を行ってください。 

 

秘密保持等について 

○ 従業員に対し利用者又は家族の秘密を漏らさない旨の誓約書を取り交わすなど

の必要な措置を講じていない。 

⇒ 秘密保持の誓約書について取り交わすなど必要な措置を講じてください。 

※ 法人役員等であっても事業所の従業員として働く場合は誓約書を取り交わす等

必要な措置を講じてください。 

○ 利用者家族から個人情報使用の同意について得ていない。 

⇒ 利用者家族についても個人情報を使用する旨の同意を得てください。 

※ サービス担当者会議等で個人情報を用いる場合は必要となります。 

 

◎ 個人情報保護について 

平成１７年４月から，個人情報保護法が施行され，介護保険事業者も個人情報保

護法に沿って事業運営をしていかなければなりません。また，同法の改正により，

平成２９年５月から小規模事業者も対象となりました。厚生労働省から発出されて

いる「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」

等をご確認いただくとともに，個人情報の適正な取扱いについて各事業者で徹底し

ていただきますようお願いいたします。 
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事故発生時の対応について 

○ 事故記録の様式が整備されていない。 

⇒ 事故記録の様式を整備してください。また市への報告時は指定様式をホームペー

ジからダウンロードし，必要事項記載の上，遅くても発生５日以内には第１報の報

告をお願いします。 

○ ベッドからずり落ちたことや，服薬漏れがヒヤリハットとして記録されていた。 

⇒ 事故とヒヤリハットの報告書は分けて記録してください。 

※ 事故が発生した場合は怪我の有無に関わらず事故です。ヒヤリハットは事故の危

険があったが未然に防げた場合ですので，報告書は分けて記録をしてください。 

 

地域との連携等について 

○ 運営推進会議を開催していない。 

⇒ おおむね６ヶ月に１回以上運営推進会議を開催してください。 

※ （看護）小規模多機能型居宅介護，認知症対応型共同生活介護，地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護はおおむね２ヶ月に１回以上開催してください。 

○ 運営推進会議の構成員が出席していない。 

⇒ 適切な構成員で運営推進会議を開催してください。 

※ 構成員は利用者，利用者の家族，地域住民の代表者等（町内会役員，民生委員，

老人クラブの代表者等），市町村の職員又は地域包括支援センターの職員，地域密

着型サービスについて知見を有する者等とあります。構成員が出席できる日程で運

営推進会議を行うよう努めてください。 

○ 運営推進会議において，活動状況の評価を受けていない。 

○ 運営推進会議の結果について公表されていない。 

⇒ 運営推進会議においては活動状況の評価を受け，結果について記録し公表してく

ださい。 

※ 運営推進会議においては運営状況を報告し評価を受けると共に，要望，助言など

を聴く機会となっていることが分かるよう記録を残してください。 

 

ハラスメント対策の強化 

○ 運営基準において，すべてのサービス事業者が適切なハラスメント対策に必要な

措置を講じなければなりません。 

【参考】 

「小美玉市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定め

る条例」（一部抜粋） 

（勤務体制の確保等） 

第32条第５項 ○○○介護事業者は，適切な○○○介護の提供を確保する観点から，

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって

業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護員等の就業環境が害される

ことを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 
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介護職員処遇改善加算について 

〇 賃金改善方法について，従業員へ周知したかどうかが不明確である。 

⇒ 介護職員処遇改善加算を取得するに当たって，賃金改善に関する計画，その計画

の実施期間，実施方法などの介護職員の処遇改善の計画等の内容について，雇用す

る全ての介護職員への周知してください。 

 

 

２ サービス種別の事項 
 

（１）認知症対応型共同生活介護 

 

人員について 

〇 必要人員が不足している。 

⇒ 共同生活住居ごとに，夜間及び深夜以外の時間帯にサービス提供に当たる従業者

を，常勤換算法で，当該共同生活住居の利用者の数が３又はその端数を増すごとに

１以上してください。 

 

入退居について 

〇 認知症である者であることが確認できる書類がない。 

⇒ 入居申込者の入居に際しては，主治の医師の診断書等により，認知症である者で

あることの確認してください。根拠としての資料を残してください。 

 

 

利用料等の受領について 

〇 介護上必要な標準的な福祉用具（車椅子・歩行器等）にかかる費用を徴収してい

た。 

⇒ 介護上必要な標準的な福祉用具は基本報酬に含まれており，個別に徴収ができま

せん。 

〇 衛生管理上必要な日用品等（トイレットペーパー，ペーパータオル，シャンプー，

タオル等）に係る費用を一律に徴収していた。 

⇒ すべての入所者に一律的に同じものを提供している，又は浴室，トイレ，洗面台

等の共用設備に置いているものであれば，その費用は本来施設側で負担すべきもの

であって，入所者から徴収することはできません。また，個人の希望及び選択によ

り提供した日用品の実費を適宜徴収することは可能です。 

〇 「管理協力費」「共益費」「施設利用補償金」といった内容が明確でない費用で徴

収されていた。 

⇒ その他の日常生活費においてあいまいな名目による費用の支払を受けることは

認められません。 

〇 外泊，外出等による欠食を提供しているように請求されていた。 

⇒ 記録等の整備を行ない，管理体制の強化に努めてください。 

〇 部屋代を一部の利用者から徴収していない。 

⇒ 入所者間の公平の観点から，不合理な差額を生じさせないようにしてください。 
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身体的拘束について 

〇 身体的拘束等を行った際の記録が不足している。 

⇒ 身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の入所者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録してください。 

○ 身体的拘束適正化のための指針に盛り込むべき内容が網羅されていない。 

⇒ 指針に盛り込むべき内容を盛り込んでください。 

 

 

※ 指針に盛り込むべき項目は下記のとおり 

① 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

② 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

③ 身体的拘束適正化のための職員研修に関する基本方針 

④ 施設内で発生した身体拘束等の報告方法等のための方策に関する指針 

⑤ 身体的拘束発生時の対応に関する基本方針 

⑥ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

⑦ その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 

〇 身体的拘束適正化のための指針が整備されていなかった。 

⇒ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束適正化のための研修を定期的  

（年２回以上及び新規採用時）に実施してください。 

  また，研修についての年間計画を立てて，実施記録を残してください。 

 

 

 

【参考】身体拘束廃止未実施減算 

・次のいずれかに該当する場合は，入居者全員について１０％減算となります。 

① 身体的拘束の記録を行っていない。 

② 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３か月に１回以上 

   開催していない。 

③ 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的（年２回以上及び新規採用時）に

実施していない。 

④ 身体的拘束等の適正化のための指針の整備していない。 

 

 

認知症対応型共同生活介護計画について 

〇 ユニット毎に計画作成者を配置しているが，一人の計画作成者が他ユニットの計

画を作成していた。 

⇒ 計画作成担当者は，ユニット毎に利用者の計画を作成してください。また，計画

作成者のユニット兼務はできません。 

〇 アセスメントシートを使用せずにケアプランを立てていた。 

⇒ アセスメントは，個人的な考え方や手法で行わず，課題分析標準項目（別紙１）

を網羅しているアセスメントツールを活用すると共に，生活全体をトータルに見て，

もれがないかを確認してください。 
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施設サービス計画作成の流れ 

 

利用者の状態把握・課題分析の実施（アセスメント） 

↓ 

アセスメント結果に基づいた計画原案作成 

↓ 

サービス担当者会議の開催 

↓ 

入所者又は家族に説明・同意 

↓ 

入所者に計画を交付 

↓ 

計画の実施状況等の把握，モニタリングの実施 

 

 

 

 

（２） 地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護 

 

人員について 

〇 生活相談員，看護職員又は介護職員のうち1人以上を常勤で配置していない。 

⇒ 生活相談員，看護職員又は介護職員のうち1人以上を常勤で配置してください。 

〇 兼務において時間の区別が明確ではない。 

⇒ 特に看護職員が機能訓練指導員を兼務する場合は，勤務時間を明確に区分してく

ださい。 

設備について 

〇 届出されている場所ではないところで，サービスが提供されていた。 

⇒ 届出が出ている場所以外では，原則サービスの提供は認められないため，変更時

は早急に変更届を提出してください。 

 

通所介護計画について 

〇 通所介護計画が作成されていない。 

⇒ 初回利用については早急にケアマネジャーからケアプランを求め，アセスメン

ト・ケアプランを基に利用前にサービス計画を作成し，説明・同意してください。

ケアプランがない場合でも事前のアセスメントを基に暫定の計画を作成し，サービ

ス提供に努めてください。原則，計画無しにサービス提供は出来ません。 

〇 通所介護計画の長期・短期目標が，ケアプランと同一であった。 

⇒ 通所介護計画はケアプランに沿って作成されなければならないものであるが，全

く同一のものとするのではなく，通所介護事業所としての視点を持って計画を作成

し，モニタリングの結果等を計画に反映させてください。 

 

対象利用者について ※認知症対応型通所介護のみ 

〇 認知症である者であることが確認できる書類がない。 

⇒ 利用開始前に必ず確認を行ってください。 
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・ 診断書等，医師の署名もしくは記名がある文書 

・ 主治医意見書（担当ケアマネジャーが情報開示申請を行ったもの） 

・ その他，診断，診断日，診断した医師の名，確認手段，確認者氏名等が分かる

よう記録したもの 

※ 認知症について，日常生活自立度による判断ではなく，必ず診断名を確認してく

ださい。 

 

入浴介助加算について 

〇 個別サービス計画上に位置つけていない。 

⇒ 入浴介助加算を算定する場合は，個別サービス計画上に位置づけてください。 

 

個別機能訓練について ※地域密着型通所介護のみ 

個別機能訓練Ⅰ，Ⅱ共通事項 

〇 実施記録については実施時間，具体的な訓練内容，訓練担当者の氏名等の記載が 

ない。 

⇒ 個別機能訓練計画については，多職種共同で個別機能訓練計画を作成することに 

なっており，作成者には機能訓練指導員のみではなく，共同で作成した担当者の氏 

名も入れてください。 

 訪問した記録がケア記録に残っていないのでケア記録にも訪問したこと等記録

をしてください。 

  （居宅への訪問） 

機能訓練指導員等が居宅を訪問した上で利用者の居宅での生活状況（起居動作，

ＡＤＬ，ＩＡＤＬ等の状況）を確認し，多職種共同で個別機能訓練計画を作成した

上で実施することとし，その後３ヶ月ごとに１回以上，利用者の居宅を訪問し，利

用者の居宅での生活状況を確認した上で，利用者又はその家族に対して個別機能訓

練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録するとともに訓練内容の見

直しを行なってください。 

  （利用者ごとの保管） 

個別機能訓練に関する記録（実施時間，訓練内容，担当者等）は，利用者ごとに

保管され，常に当該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるように

してください。 

 

個別機能訓練Ⅱ 

〇 個別機能訓練計画は作成されているが，アセスメントや評価が十分にされていな

かった。また，ＩＡＤＬに配慮された計画になっていなかった。３ヶ月ごとの訪問

の記録も確認ができなかった。 

⇒ 利用者が居宅において可能な限り自立して暮らし続けることを目的として実施

するものであるため，自宅のアセスメントは必ず行ってください。 

 身体機能そのものの回復を主たる目的とする訓練ではなく，残存する身体機能を

活用して生活機能の維持・向上を図り，利用者が居宅において可能な限り自立して

暮らし続けることを目的として実施してください。 

具体的には，適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把

握し，日常生活における生活機能の維持・向上に関する目標（１人で入浴が出来る

ようになりたい等）を設定のうえ，当該目標を達成するための訓練を実施してくだ

さい。 
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〇 機能訓練指導員が休暇の日に個別機能訓練加算が算定されていた。 

⇒ 個別機能訓練加算Ⅱの算定にあたっては，専ら機能訓練指導員の職務に従事する

理学療法士等を１名以上の配置が必要です。 

 

（３） 小規模多機能型居宅介護 

 

人員について 

〇 管理者が介護支援専門員，介護職の３つ兼務している状況で，介護支援専門員の

業務が滞っている状況であった。 

⇒ 管理者の兼務が認められるのは， 

  ①当該事業所の他の職務に従事する場合 

  ②同一敷地内にある他の事業所，施設等の職務に従事する場合 

※ 業務に支障がきたすようであれば兼務は認められないため,業務分担や人員配置

の見直しを早急に検討してください。 

 

ケアマネジメントについて 

〇 介護支援専門員は，居宅サービス計画の作成にあたり，居宅介護支援等基準等第

１３条各号の具体的取組方針に沿って行われていない。 

⇒ アセスメント，ケアプラン原案作成，担当者会議，ケアプラン説明・同意，利用

表の作成，モニタリング等ケアマネジメントの一連の流れは必ず行ってください。 

  また，居宅介護支援等基準の具体的取扱方針を確認にし，業務を行ってください。 

〇 介護支援専門員として，支援経過を介護記録と同一に作成されていた。 

⇒ 介護職員等が記録する介護記録とは別に，介護支援専門員が行う業務は支援経過

に記録してください。 

〇 アセスメント表について，課題を適切に抽出する事ができない様式（ＡＤＬ評価

のみ）になっている。 

⇒ アセスメントは，個人的な考え方や手法で行わず，課題分析標準項目（別紙１）

を網羅しているアセスメントツール（居宅で活用している既存のシート等）を活用

すると共に，生活全体をトータルに見て，もれがないかを確認してください。 

〇 医療サービスが位置付けられた居宅サービス計画について，主治の医師の指示を

受けていなかった。また，作成後，当該計画を主治の医師等に交付していなかった。 

⇒ 介護支援専門員は，医療系サービスを居宅サービス計画に位置付ける場合には，

利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めるとともに，当該居宅サービス計画

を，意見を求めた主治の医師等に交付してください。 

〇 居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付けるに当たり，その利用の妥当性を検

討したか確認できないものがあった。また，居宅サービス計画に福祉用具貸与を位

置づける理由等について，居宅サービス計画に記載していなかった。 

⇒ 居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付けるに当たってはその利用の妥当性

を検討し，当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載してください。そして，必

要に応じてサービス担当者会議においてその必要性を検証した上で，継続して貸与

を受ける必要がある場合にはその理由を居宅サービス計画に記載してください。 

〇 連続的な長期宿泊を行っている利用者が自宅に帰ることなく福祉用具貸与の給

付を受けていた。 
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⇒ 連続的な長期宿泊を行っている利用者への福祉用具貸与について，福祉用具貸与

は居宅で使用するものであること，施設で必要な備品については整備することとな

っているため，給付として認められません。適切な給付管理を行ってください。 

 

小規模多機能居宅介護計画について 

〇 小規模多機能居宅介護計画が立てられていない。 

⇒ 介護支援専門員は，利用者の心身の状況，希望及びその置かれている環境を踏ま

えて，他の介護従業者と協議の上，援助の目標，当該目標を達成するための具体的

なサービスの内容等を記載した小規模多機能型居宅介護計画を作成し，適切なサー

ビスの提供がなされるように努めてください。 

 

利用料等の受領について 

〇 サービスの実績や介護保険外の費用について，回数の違いがあり，実際には提供

していない費用に関して徴収していた。 

⇒ 誰が見ても分かりやすく，管理しやすい様式に変更し，不正請求等を未然に防い

でください。  

 

サービスについて 

〇 利用者の心身の状況，希望及びそのおかれている環境に踏まえて，通いサービス，

訪問サービスおよび，宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより，妥当適切に

行わなければならないが，訪問サービスを行っていない。 

⇒ 登録者が通いサービスを利用していない日に，可能な限り，訪問サービスの提供，

電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支えるために適切

なサービス提供等を行ってください。 

  通いサービスを中心として，宿泊サービス及び訪問サービスと併せて概ね週４回

以上サービスを検討し提供してください。 

〇 長期宿泊利用者に対して，在宅生活等の援助の検討されていない。 

⇒ 長期の泊りが続くようであれば，在宅生活が継続しているとは言えず，小規模多

機能型居宅介護サービスの利用を見直す必要があります。運営推進会議等で報告し，

評価を受け，長期宿泊者に対しての支援を随時検討してください。 

   

加算について 

〇 総合マネジメント体制強化加算について，介護計画の作成なしに算定されていた。 

⇒ 利用者の心身状況又はその家族等が取り巻く環境の変化に応じ，随時，介護支援

専門員，看護師，准看護師，介護職員その他の関係者が共同し，小規模多機能型居

宅介護計画の見直しを行っており，地域における多様な活動が確保されるよう，日

常的に地域住民等との交流を図り，利用者の状態に応じて，地域の行事や活動等に

積極的に参加してください。 

〇 初回加算について３０日を超えての算定されていた。 

⇒ 登録日から起算して３０日以内の算定です。また，３０日を超える病院又は診療

所への入院後に利用を再開した場合も同様に加算算定できます。 

〇 認知症加算について，主治医意見書等により，利用者の日常生活自立度のランク

がⅡに該当することが確認できていないにも関わらず，当該加算を算定していた。 

⇒ 加算算定する前には，必ず主治医意見書等でランクの確認を行ってください。 
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（４） 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

施設サービス計画の作成について 

〇 アセスメントシートを使用せずにケアプランを立てていた。 

⇒ アセスメントは，個人的な考え方や手法で行わず，課題分析標準項目（別紙１）

を網羅しているアセスメントツールを活用すると共に，生活全体をトータルに見て，

もれがないかを確認してください。 

 

施設サービス計画作成の流れ 

 

利用者の状態把握・課題分析の実施（アセスメント） 

↓ 

アセスメント結果に基づいた計画原案作成 

↓ 

サービス担当者会議の開催 

↓ 

入所者又は家族に説明・同意 

↓ 

入所者に計画を交付 

↓ 

計画の実施状況等の把握，モニタリングの実施 
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※重 要 

令和６年３月までに整備を要する事項について 
 

感染症対策の強化・業務継続に向けた取組の強化 

○ 介護サービス事業者に，感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底が求めら

れます。具体的には以下の取組が義務付けられます。 

（例）感染症対策に係る委員会の開催，指針の整備，研修及び訓練（シミュレーショ

ン）の実施等 

○ 感染症や災害が発生した場合であっても，必要な介護サービスが継続的に提供で

きる体制を構築することが求められます。具体的には以下の取組が義務付けられま

す。 

（例）業務継続に向けた計画等の策定，研修及び訓練（シミュレーション）の実施等 

※ これらの取組には３年間の経過措置期間が設けられます。 

【留意点】 

○ 「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイド

ライン」（厚生労働省老健局作成）において，事業所等で新型コロナウイルス感染

症が発生した場合の対応や，平時から準備検討しておくべきことをサービス類型に

応じた業務継続ガイドラインとして整理されておりますので，参考にしてください。 

 

無資格者への認知症介護基礎研修受講の義務付け 

○ 介護サービス事業者に対して，介護に直接携わる職員のうち医療・福祉関係の資

格を有さない者が認知症介護基礎研修を受講するために必要な措置を講じること

が義務化されています。※新入社員の受講については１年の猶予期間があります。 

 

高齢者虐待防止の推進 

〇 全ての介護サービス事業者を対象に，利用者の人権の擁護，虐待の防止等に関す

る取組の徹底が求められます。 

 （例）虐待の発生・再発を防止するための委員会の開催，指針の整備，研修の実施，

担当者を定める等 

 




